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居宅介護支援 重要事項説明書 
〈 令和  年  月  日 現在 〉 

１.利用者（被保険者） 

 要 介 護 状 態 区 分  

要介護認定有効期間 
令和  年  月  日から 

 

令和  年  月  日まで 

 認 定 審 査 会 意 見 
 

 

２.事業者 

（１） 提供できるサービスの地域と種類 

事業所の名称 居宅介護支援事業所 長 光 園       

所在地 福岡県直方市大字頓野 259 番地の 53 

管理者氏名 原 裕人 

電話番号 0949-26-8586 

ＦＡＸ番号 0949-29-0070 

事業者指定番号 福岡県  4071701090 号 

サービス提供地域 直方市、宮若市及び北九州市八幡西区 

※上記地域以外でもご希望の方は,ご相談ください。 

（2）事業所の職員体制 

職  種 人   数 

管   理  者   1名（介護支援専門員との兼務） 

介護支援専門員   2名以上 

 (3) サービス提供の時間帯 

営 業 日 
月～土曜日     8：30 ～ 17：30 

但し、電話等により 24 時常時受付等が可能な状態とし、必要と認め

られた場合はこの限りではありません。℡050-3754-5277（原） 

休   日 日・祝日及び年末年始（12 月 30 日～1 月 3 日） 

(4) 事業所であわせて実施するサービス 

サービスの種類（介護保険指定番号） サービスを提供する地域 

通所介護    （4071701116 号） 直方市と宮若市、北九州市八幡西区、福智町、鞍手町の区域 

短期入所生活介護（4071701124 号） 直方市、北九州市八幡西区 

介護老人福祉施設（4071701132 号）  

 

３.事業の目的と運営方針等 

（1） 事業目的 

対象者及びご家族の要望や意向を踏まえたうえで、係るサービス提供事業者と連携、調整を

図り、対象者の居宅サービス計画（ケアプラン）を作成します。 
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（2） 運営方針 

介護支援専門員は、公正・中立を常とし、対象者の利益を第一に考え対象者が自立した生活

を営めるように支援します。 

（3）留意事項 

利用者自身がサービスを選択することを基本に支援し、介護支援専門員に対して複数の指

定居宅サービス事業者等の紹介を求めることや、当該事業者を居宅サービス計画に位置付

けた理由について説明を求めることができます。 

 

４.サービスの内容 

① 居宅サービス計画の作成・交付 

② 要介護認定の申請代行 

③ 給付管理表の作成 

④ 介護保険施設の紹介 

⑤ 居宅サービス計画の実施状況の把握（モニタリング） 

⑥ サービス担当者会議の召集 

⑦ 苦情（相談）の対応 

 

5.利用料金 

 (1) 利用料 

   要介護または要支援認定を受けられた方は、介護保険制度から全額給付されるので自己負

担はありません。 

    但し、保険料の滞納等により、法定代理受領ができなくなった場合、1 ヵ月につき発生額

の金額をいただき、当事業所よりサービス提供証明書を発行いたします。※注 1 

    このサービス提供証明書を後日お住まいの市町村の窓口に提出し要件を満たすと、全額払

戻を受けられます。 

（2）交通費 

 サービス提供地域にお住まいの方は、無料です。それ以外の地域にお住まいの方は、次の

実費を頂きます。通常の事業実施地域を越えた時点から、片道おおむね 20km 以上 300

円、以降 5km 越えるごとに 200 円。 

 

6.秘密保持 

 支援事業者及び従業者は、業務上知り得た利用者及びその家族に関する秘密を保持することを

厳守します。 

 また、支援事業者は従業者が退職した後も、業務上知り得た利用者及びその家族に関する秘密

を正当な理由なく第三者に漏らすことのないよう、必要な措置を講じます。 

 

7.キャンセル料 

 利用者はいつでも契約を解約することができ、一切の料金はかかりません。 

 

8.利用者へのお願い 

 支援事業者が交付するサービス利用票、居宅サービス計画書などは、利用者の介護に関する重
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要な書類なので、契約書・重要事項説明等と一緒に大切に保管してください。 

 

9.相談窓口,苦情対応 

★サービスに関する相談や苦情については、次の窓口で対応します。 

当施設ご利用相談室 

苦情担当責任者：井手上稔弘 
窓口担当者：生活相談員 吉田、介護支援専門員 原裕人 
ご利用時間：午前 9 時～午後 5 時 
ご利用方法：電話 0949(26)3625、FAX 0949(26)3626 、来園 
      苦情箱（施設内 1 階エレベータ前に設置） 

苦情処理第三者委員会 
草原祐雄 様 ℡0949-26-0318 
岩熊邦男 氏 ℡0949-24-1145 

★公的機関においても、次の機関において苦情申出ができます。 

直方市役所  
健康長寿課 介護保険サービス係 

所在地：直方市殿町 7-1 
電話番号：0949(25)2390  FAX：0949(24)7320 

北九州市八幡西区役所 
保健福祉課 

所在地：八幡西区黒崎三丁目 15 番 3 号 ｺﾑｼﾃｨ 5 階 
電話番号：093(642)1441  FAX：093(621)0862 

宮若市役所 健康福祉課 
高齢者福祉係 

所在地：宮若市宮田 29－1 
電話番号：0949(32)0515   FAX：0949(32)9430 

福岡県国民健康保険団体連合会 
（国保連） 

所在地：福岡市博多区吉塚本町 13 番 47 号 
電話番号：092（642）7859 
FAX 番号：092（642）7856 

福岡県運営適正化委員会 
（福岡県社協） 

所在地：春日市原町 3-1-7 ｸﾛｰﾊﾞｰﾌﾟﾗｻﾞ 4 階（東棟） 
電話番号：092（915）3511 
FAX 番号：092（584）3790 

★成年後見制度については、次の機関において相談ができます。 

直方市役所  
健康長寿課 高齢者支援係 

所在地：直方市殿町 7-1 
電話番号：0949(25)2391  FAX：0949(24)7320 

★日常生活自立支援については、次の機関において相談ができます。 

直方市社会福祉協議会 
（直方市社協） 

所在地：直方市津田町 7-35 
電話番号： 0949(23)2551 FAX：0949(23)2552 

 

10.事故発生時の対応 

 万が一介護支援業務中に事故が発生した場合は、速やかに応急処置を行うと共に、ご家族に連

絡致します。必要に応じ、かかりつけ医・協力病院・救急医療センター、関係行政機関等に相

談・連絡・連携等の対応を行います。 

 

11.損害賠償責任保険 

保 険 会 社 あいおいニッセイ同和損害保険㈱ 

保 険 内 容 人身事故、財物事故等 

 

1２.虐待防止について 

事業所は、虐待の発生又はその再発を防止するため、次の措置を講じるものとします。 

① 事業所における虐待の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行
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うことができるものとする。）を定期的に開催するとともに、その結果について、介護支援専

門員に周知徹底を図ります。 

② 事業所における虐待の防止のための指針を整備します。 

③ 事業所において、介護支援専門員に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施します。

また適切に実施するための担当者を置きます。 

 

1３.ハラスメントについて 

事業所は、適切なサービスの提供を確保する観点から、職場において行われる性的な言動又は優

越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより従業者の就

業環境が害されることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じるものとします。 

 

1４.業務継続計画（ＢＣＰ）の策定について 

感染症や災害が発生した場合でも、利用者が継続してサービスの提供を受けられるよう、事業継

続計画を策定するとともに、その計画に従い必要な研修及び訓練を実施します。 

 

令和  年  月  日 

 

居宅介護支援サービスの提供開始にあたり、利用者に対して契約書及び本書面に基づいて重要な

事項を説明しました。 

〈事業者〉所在地    福岡県直方市大字頓野 259 番地の 53      

     事業所名   社会福祉法人     誠 光 会 

            居宅介護支援事業所  長 光 園      

 

     介護支援専門員                       

 

私は、契約書及び本書面により、事業者から居宅介護支援サービスについて重要な事項の説明を

受け、同意しました。 

また、この文書が契約書の一部となることについても同意します。 

 

〈利用者〉   住 所                           

      

        氏 名                          

 

〈署名代行者〉 住 所                          

      

        氏 名                          

 

続柄（利用者との関係）                  
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※注 1 法定代理受領ができなくなった場合の発生額 

【基本料金】居宅介護支援費(Ⅰ) 取り扱い件数 40 件未満 

      居宅介護支援費(Ⅱ) 一定の情報通信機器（ＡＩを含む）の活用又は事務職員を配置

した場合、取り扱い件数 45 件未満 

要介護１又は要介護２       10,860 円 

    要介護３、要介護４又は要介護５  14,110 円 

尚、居宅サービス等の利用に向けて介護支援専門員が利用者の退院時等にケアマネジメント業務

を行ったものの、利用者の死亡によりサービス利用に至らなかった場合でも、居宅介護支援の基

本報酬の算定が可能。 

※算定要件 

・モニタリングやサービス担当者会議における検討等必要なケアマネジメント業務を行い、

給付管理票の（原案の）作成など、請求にあたって必要な書類の整備を行っていること。 

・居宅介護支援費を算定した旨を適切に説明できるよう、個々のケアプラン等において記録

で残しつつ、居宅介護支援事業所において、それらの書類等を管理しておくこと。 

【加算について】 

  ア 初回加算 

 

※算定要件 

・新規に居宅サービスを作成した場合。 

・要支援者が要介護認定を受けた場合に居宅サービス計画を作成する場合。 

・要介護状態区分が２段階以上変更となった場合。 

 

イ 入院時情報連携加算 

 

 

 

※算定要件 

Ⅰ．介護支援専門員が当該病院又は診療所の職員に対して、入院した日のうちに必要な

情報提供を行った場合。 

Ⅱ．介護支援専門員が当該病院又は診療所の職員に対して、入院後 3 日以内に必要な情

報提供を行った場合。 

 

ウ 退院・退所加算  

 

 

 

 

 

     

※算定要件 

Ⅰ（イ・ロ）．医療機関や介護保険施設等を退院・退所にあたり、職員との面談を行い、

要介護１・２・３・４・５ 3,000 円／月 

区分 要介護１・２・３・４・５ 

入院時情報連携加算Ⅰ 2,500 円／月 

入院時情報連携加算Ⅱ 2,000 円／月 

区分 要介護１・２・３・４・５ 

退院・退所加算（Ⅰ）イ 4,500 円／回 

退院・退所加算（Ⅰ）ロ 6,000 円／回 

退院・退所加算（Ⅱ）イ 6,000 円／回 

退院・退所加算（Ⅱ）ロ 7,500 円／回 

退院・退所加算（Ⅲ） 9,000 円／回 
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必要な情報提供をカンファレンス、またはそれ以外の方法で得て、居宅サービス等の

調整を行った場合。 

Ⅱ（イ・ロ）．上記にあたり、必要な情報提供をカンファレンス以外の方法で 2 回、も

しくはうち 1 回以上がカンファレンスにより調整を行った場合。 

Ⅲ．上記にあたり、必要な情報提供をカンファレンス以外の方法で 3 回以上受けており、

うち 1 回以上はカンファレンスにより調整を行った場合。 

  

 エ 緊急時等居宅カンファレンス加算 

 

※算定要件 

・病院又は診療所の求めにより、当該病院又は診療所の職員と共に利用者の居宅を訪問

し、カンファレンスを行い、必要に応じて居宅サービス等の利用調整を行った場合。 

・1 月に 2 回を限度として算定できること。 

  

 オ 特定事業所医療介護連携加算 

 

※算定要件 

・前々年度の 3 月から前年度の 2 月までの間において退院・退所加算の算定に係る病院

等との連携の回数（情報提供を受けた回数）の合計が 35 回以上。 

・前々年度の 3 月から前年度の 2 月までの間においてターミナルケアマネジメント加算

を 15 回以上算定。 

・特定事業所加算（Ⅰ）～（Ⅲ）を算定していること。 

 

カ 通院時情報連携加算 

 

※算定要件 

・利用者が病院又は診療所において医師又は歯科医師の診察を受けるときに介護支援専

門員が同席し、医師又は歯科医師等に対して当該利用者の心身の状況や生活環境等の

当該利用者に係る必要な情報の提供を行うとともに、医師等から当該利用者に関する

必要な情報の提供を受けた上で、居宅サービス計画に記録した場合。 

 

キ ターミナルケアマネジメント加算 

 

※算定要件 

 ・在宅で死亡した利用者に対して、ターミナル期の医療やケアの方針に関する当該利用

者又はその家族の意向を把握した上で頻回な訪問により把握した状況を記録し、必要

な情報を主治医や居宅サービス事業者へ提供した場合。 

ク 特定事業所加算（Ⅲ） 

 

※算定要件 

 （Ⅰ）特定事業所加算Ⅰの要件(3)(4)(6)(7)(8)(9)(10)(11)(12)(13)を満たしているこ

要介護１・２・３・４・５ 2,000 円／回 

要介護１・２・３・４・５ 1,250 円／月 

要介護１・２・３・４・５ 500 円／月 

要介護１・２・３・４・５ 4,000 円／月 

要介護１・２・３・４・５ 3,230 円／月 
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と。（以下抜粋） 

 (3) 利用者に関する情報又はサービス提供に当たっての留意事項に係る伝達を目

的とした会議を定期的に（概ね週 1 回以上）開催すること 

 (4) 24 時間連絡体制を確保し、かつ、必要に応じて利用者等の相談に対す 

  る体制を確保していること 

 (6) 介護支援専門員に対し計画的に研修を実施していること 

 (7) 地域包括支援センターから支援が困難な事例を紹介された場合におい 

  ても、居宅介護支援を提供していること 

 (8) 家族に対する介護等を日常的に行っている児童や、障害者、生活困窮   

   者、難病患者等、高齢者以外の対象者への支援に関する知識等に関す    

   る事例検討会、研修等に参加していること。 

 (9) 居宅介護支援費に係る特定事業所集中減算を受けていないこと 

(10) 利用者数（予防含む）が、介護支援専門員 1 人当たり 45 名未満（居宅 

  介護支援費Ⅱを算定している場合は 50 名未満）であること 

(11) 介護支援専門員実務者研修における科目ケアマネジメントの基礎技術に関す

る実習」等に協力又は協力体制を確保していること 

(12) 他の法人が運営する居宅介護支援事業者と共同で事例検討会・研修会等を実

施していること 

（13）必要に応じて、多様な主体等が提供する生活支援のサービス（インフォーマ

ルサービスを含む）が包括的に提供されるような居宅サービス計画を作成し

ていること 

 （Ⅱ）常勤かつ専従の主任介護支援専門員を配置すること。 

     利用者に対する指定居宅介護支援の提供に支障がない場合は、当該指定居宅

介護支援事業所の他の職務と兼務し、又は同一敷地内にある他の事業所の職

務と兼務しても差し支えない。 

 （Ⅲ）常勤かつ専従の常勤介護支援専門員を 2 名以上配置すること。 

      利用者に対する指定居宅介護支援の提供に支障がない場合は、当該指定居宅

介護支援事業所の他の職務と兼務し、又は同一敷地内にある指定介護予防支

援事業所の職務と兼務しても差し支えない。 

 

ケ 介護職員等処遇改善加算 

  基本料金と加算料金を足した合計額の 1000 分の 21 に相当する額 
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                      個人情報の使用に係る同意書 

 
社会福祉法人 誠光会が、利用者及び家族の個人情報を以下の利用目的の必要最低限の範囲内

で使用、提供、または収集することに同意します。 

 

１．利用期間 

介護サービス提供に必要な期間及び契約期間に準じます。 

 

２．利用目的 

（１）介護保険における介護認定の申請及び更新、変更のため 

（２）利用者に関わる介護計画（ケアプラン）を立案し、円滑にサービスが提供されるた

めに実施するサービス担当者会議での情報提供のため 

（３）医療機関、福祉事業者、介護支援専門員、介護サービス事業者、自治体（保険者）、

その他社会福祉団体等との連絡調整のため 

（４）利用者が、医療サービスの利用を希望している場合および主治医等の意見を求める

必要のある場合 

（５）利用者の利用する介護事業所内のカンファレンスのため 

（６）行政の開催する評価会議、サービス担当者会議 

（７）その他サービス提供で必要な場合 

（８）上記各号に関わらず、緊急を要する時の連絡等の場合 

 

３．使用条件 

（１）個人情報の提供は必要最低限とし、サービス提供に関わる目的以外決して利用しな

い。また、利用者とのサービス利用に関わる契約の締結前からサービス終了後にお

いても、第三者に漏らさない。 

（２）個人情報を使用した会議の内容や相手方などについて経過を記録し、請求があれば

開示する。 

 

令和  年  月  日 

 

 

〈利 用 者〉 氏 名                          

 

 

〈ご 家 族〉 氏 名                          

 

      続柄（利用者との関係）                  

 


